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医療機能の現状と今後の方向を報告

都
道
府
県

（「地域医療構想」の内容）

１．２０２５年の医療需要と病床の必要量
・高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能ごとに医療
需要と必要病床数を推計

・在宅医療等の医療需要を推計
・都道府県内の構想区域（２次医療圏が基本）単位で推計

２．目指すべき医療提供体制を実現するための施策
例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、

在宅医療等の充実、 医療従事者の確保・養成等

（機能が
見えにくい）

医療機能
を自主的に
選択

医
療
機
関

（B病棟）
急性期機能

（D病棟）
慢性期機能

（C病棟）
回復期機能

（A病棟）
高度急性期機能

○ 機能分化・連携については、

「地域医療構想調整会議」で議論・調整。
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「病床機能報告制度」

医療機能の報告等を活用し、「地域医療構想」を策
定し、更なる機能分化を推進

（医療ニーズを見据えて、資源の最適化）

○ 地域医療構想の趣旨は、人口減少に伴い患者も大きく減少し、病院経営に大
きな影響を与えることが予想される中で、将来を見据え、いかに医療資源を有
効に活用し、効果的な医療提供体制を構築していくかということ。

○ 本県では、平成２８年１０月「秋田県地域医療構想」を策定した。

地域医療構想について



〇設置形態
・構想区域ごとに設置（旧二次医療圏と同じ８区域）
・医療連携体制等を検討する場合、複数地域の会議を合同で開催することも想定。
・必要に応じて調整会議の下に「専門部会」を設置。
⇒ 個別分野（病床機能の分化・連携、在宅医療等の充実）について、具体的な検討を行う。

〇協議事項
毎年報告される病床機能報告のデータや構想区域内の医療機関の状況について、

情報共有を図りながら、次の事項を協議。

①地域の病院・有床診療所が担うべき病床機能に関する協議
②在宅医療等の充実に関する協議
③都道府県計画（地域医療介護総合確保基金）に盛り込む事業に関する協議
④その他の地域医療構想の達成の推進に関する協議

病床機能の分化・連携 在宅医療等の充実

（専門部会）

秋田県地域医療構想調整会議
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秋田県地域医療構想調整会議の設置



「地域医療構想の進め方について」【国通知】
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取組①

取組②



取組②について
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・医療資源投入量方式（令和元年度協議済）による分析
（詳細は後述）



（１）年度目標の設定について
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対応者取組
・都道府県・構想区域ごとの年度目標の設定

○国により求められている取組

目標設定協議の結果策定状況構想区域
12/12医療機関済5/12医療機関大館・鹿角

3/3医療機関済1/3医療機関北秋田

14/14医療機関済3/14医療機関能代・山本

44/44医療機関済20/44医療機関秋田周辺

15/15医療機関済7/15医療機関由利本荘・にかほ

13/13医療機関済7/13医療機関大仙・仙北

6/6医療機関済4/6医療機関横手

8/8医療機関済5/8医療機関湯沢・雄勝

○目標設定の考え方（令和5年3月31日付け厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）
対応方針の策定率※が100％に達していない場合→対応方針の策定率

達している場合 →合意した対応方針の実施率
※医療機関において策定するだけではなく、地域医療構想調整会議で合意まで必要

○本県の状況（Ｒ６．３月書面協議※により実施後の状況）※書面協議の意見は次のページ

対応方針を未提出の医療機関について、提出があり次第、調整会議へ報告の
うえ、意見を伺う



【参考】書面協議の主な意見
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○Ｒ６．３月書面協議の意見の内容
御意見番号
・今後設備の整った総合病院にオープンシステムをつくり、地域の診療所や小病院の医師が患
者を継続して治療し、慢性期医療への連続的移行が可能となるよう真剣に取り組む必要を感じ
た。

１

・機能を特定の病院に集中するべく医師を配分し設備を作ってても、医師の退職や補充不足な
どが起きるなど、医療機関の都合で担ってきた機能を維持できなくなることがある。このため
サスティナブルに機能を維持していくための仕組み作りも同時に考える必要がある。（これま
では周辺に同様な機能を持つ医療機関が複数あることで、ある意味セーフティネットとなって
いたと考える）

２

・人口減少に対応して病床の削減が行われたが、高齢化が進行する中で急性期・亜急性期後の
患者を受け入れる回復期や慢性期の病床の拡充が必要だと思う。
・また、自宅への退院を希望する患者さんが増えているので、可能な限り、自宅で訪問医療・
看護・リハビリなどが受けられ、安心して生活できるように地域包括ケアシステムを充実させ
ておくことが必要だと思う。

３



（２）地域医療構想の進捗状況の検証
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対応者取組
・都道府県・地域医療構想の進捗状況の検証

○国により求められている取組

医療資源投入量方式（令和元年度調整会議にて協議済み）
○検証の方法

（１）趣旨
• 病床機能報告での調査では表れない地域の実情に近い医療機能別病床数の状況を把握す
るため、医療機関に支払われる診療報酬の出来高点数の大小に着目して、急性期病棟に
混在する高度急性期、回復期病床数を算出する。

（２）算出方法
• 患者１人当たりの「入院単価」から、入院基本料等を除外した「医療資源投入量」を算
出し、この推計値を基に、急性期病棟内に混在している高度急性期・回復期の患者数を
割り出し、病床単位の医療機能別病床数を推計。

• 急性期病棟内に地域包括ケア病床がある場合、「医療資源投入量」の推計値に関わらず、
当該地域包括ケア病床数を回復期病床数とする。

病床機能報告上の病床数を基本としつつ、医療資源投入量方式による推計値を
踏まえながら、病床機能毎の課題について協議する。（協議事項２で実施）



定量的基準による比較【圏域別】
○病床機能報告、医療資源投入量方式の数値、2025年の必要量を比較
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●医療資源投入量方式による推計結果
（秋田周辺）
高度急性期の乖離が拡大
回復期の乖離は縮小
急性期の必要量との乖離は縮小
（341床過剰）



（３）検証を踏まえて行う必要な対応
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対応者取組
・都道府県・当該進捗状況の検証を踏まえた必要な対応

（２の検証によりデータの特性だけでは説明できない差異がある場合）

○国により求められている取組

○当該進捗状況の検証を踏まえた必要な対応について
（令和5年3月31日付け厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）

データの特性だけでは説明できない差異のある構想区域については、以下の対応を行うこ
と。
①非稼働病棟等への対応

当該病棟の再稼働のための医療従事者の確保の具体的な見込み等も含めて地域医療構
想調整会議において詳細な説明を求め、十分に議論すること。

あ

②構想区域全体の2025 年の医療提供体制の検討について
構想区域全体の2025年の医療提供体制について改めて協議を行い、その協議を踏まえ

て2025年の各医療機関の役割分担の方向性等（必要に応じて病床数や医療機能を含
む。）について議論する。

あ

③その他の地域医療構想調整会議の意見を踏まえた対応

→対応方針について協議済みの医療機関については実施済み
（対応方針に記載されているため）

今年度は入院医療、救急医療、周産期医療、在宅医療、外来医療について
テーマを設定の上、協議する。（詳細は協議事項２）



【参考】病床機能報告と地域医療構想の将来推計の違い
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出典：公益財団法人 全日本病院協会「地域医療構想」
https://www.ajha.or.jp/guide/28.html


